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連 結 注 記 表
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　１．連結の範囲に関する事項
　 （1）連結子会社の数

62社
主要な連結子会社の名称
匿名組合Phoenix
Grus合同会社
PYXIS SHIPPING S.A.
株式会社リサ・パートナーズ
リサ企業再生債権回収株式会社
株式会社リサ投資顧問
匿名組合エムワン・インベストメンツ
匿名組合アール・ピー・ディー・ファイブ
リサ・コーポレート・ソリューション・ファンド３号投資事業有限責任組合
匿名組合ポロ
HRアセットソリューションファンド投資事業有限責任組合
リサ・コーポレート・ソリューション・ファンド４号投資事業有限責任組合
AR投資事業有限責任組合
匿名組合ブルー
キャピテック＆リブートテクノロジーサービス株式会社
イノベーティブ・ベンチャー投資事業有限責任組合
ヘルスケアブリッジ投資事業有限責任組合
ヘルスケアイノベーション投資事業有限責任組合
匿名組合HCベガ
匿名組合HCアルタイル
価値共創ベンチャー有限責任事業組合
匿名組合広野東町住宅
NEC Capital Solutions Singapore Pte. Limited
日本電氣租賃香港有限公司
NEC Capital Solutions Malaysia Sdn. Bhd.
Capital Solutions Consulting Ltd.
NEC Capital Solutions（Thailand) Ltd.
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新たに連結子会社となった会社 16社
主要な会社等の名称及び連結子会社となった理由
Capital Solutions Consulting Ltd. 設立による新規連結

NEC Capital Solutions（Thailand) Ltd. 設立による新規連結

価値共創ベンチャー有限責任事業組合 設立による新規連結
リサ・コーポレート・ソリューション・ファンド４号
投資事業有限責任組合

設立による新規連結

AR投資事業有限責任組合 設立による新規連結

匿名組合ブルー 設立による新規連結

匿名組合広野東町住宅 設立による新規連結

連結の範囲から除外した会社 ８社
主要な会社等の名称及び連結の範囲から除外した理由
匿名組合TRCアセットファンディング 清算による連結除外

　 （2）主要な非連結子会社の名称
株式会社新玉井館
連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社３社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　 （3）議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等のうち子会社としなかった会社等
当該会社等の数 ２社
子会社としなかった理由
　当社の一部の連結子会社が、投資育成を図りキャピタルゲイン獲得を目的とする営業取引として保有し、企業会計基準適
用指針第22号の要件を満たしており、当該会社等の意思決定機関を支配していないことが明らかであると認められるためで
あります。

　２．持分法の適用に関する事項
　 （1）持分法を適用した関連会社の数

13社
主要な会社等の名称
エナジーアンドパートナーズ株式会社
ヘルスケアアセットマネジメント株式会社
株式会社みらい共創ファーム秋田
サイトリミック株式会社
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新たに持分法を適用した会社 ３社
主要な会社等の名称及び持分法を適用した理由
株式会社みらい共創ファーム秋田 設立による持分法の適用

サイトリミック株式会社 株式取得による持分法の適用

　 （2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称
JANMELC SHIPHOLDING S.A.
持分法を適用しない理由
　持分法を適用していない非連結子会社または関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分
に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性
がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

　 （3）議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している会社等のうち関連会社としなかった会社等
当該会社等の数 ４社
関連会社としなかった理由
　当社の一部の連結子会社が、投資育成を図りキャピタルゲイン獲得を目的とする営業取引として保有し、企業会計基準適
用指針第22号の要件を満たしており、当該会社等に重要な影響を与えることができないことが明らかであると認められるた
めであります。

　 （4）持分法の適用の手続きについて特に記載する必要があると認められる事項
　持分法を適用している会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年度に係る計算書類を使用しており
ます。

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社数は47社であり、主な決算日は12月31日であります。匿名組合Phoenix他２
社は、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。その他の連結子会社は、連結子会社の決算日現
在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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　４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有 価 証 券

その他有価証券
（営業投資有価証券を含む）
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
　時価のないもの 主として移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条
第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告
日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によ
っております。

② た な 卸 資 産
販売用不動産 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

③ デ リ バ テ ィ ブ 時価法

　 （2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有 形 固 定 資 産
　賃 貸 資 産 　リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の処分見積額を残存価額とする定額法を

採用しております。
　社 用 資 産 　当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備は除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物は定額法）を採用し、在外連結子会社は主として定額法を採用しております。
　また、太陽光発電設備に係る機械及び装置については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　 建物 ３～18年
　 器具備品 ３～20年
　 機械及び装置 17～20年

② 無 形 固 定 資 産
　賃 貸 資 産 　リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の処分見積額を残存価額とする定額法を

採用しております。
　ソ フ ト ウ エ ア 　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)を基礎とした定

額法を採用しております。

　 （3）重要な繰延資産の処理方法
社 債 発 行 費 　支出時に全額費用処理しております。

　 （4）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金 　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

② 賞 与 引 当 金 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年
度に見合う分を計上しております。
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　 （5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、
在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ
る為替換算調整勘定に含めております。

　
　 （6）重要な収益及び費用の計上基準

① ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

② 割賦販売取引に係る収益の計上基準
　割賦販売契約時に、物件購入価額（元本相当額）を割賦債権に計上し、割賦契約による支払期日を基準として、当該経過
期間に対応する割賦売上高と割賦原価の差額（粗利益相当額）を売上高に計上しております。

③ 金融費用の計上基準
　金融費用は、営業収益に対応する金融費用とその他の金融費用に区分計上することとしております。その配分方法は、総
資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残高を基準として、営業資産に対応する金融費用は資金原
価として売上原価に、その他の資産に対応する金融費用を営業外費用に計上しております。なお資金原価は、営業資産にか
かわる金融費用からこれに対応する預金の受取利息等を控除して計上しております。

　
　 （7）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 　繰延ヘッジ処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段 金利スワップ、通貨スワップ、外貨借入金
ヘ ッ ジ 対 象 借入金、外貨建リース取引等

③ ヘッジ方針 　社内規程に基づき、金利関連では、金利変動リスクを回避する目的で、変動金利建の借
入金に対して、金利スワップのデリバティブ取引でキャッシュ・フロー・ヘッジを、通貨
関連では、外貨建リース取引等の為替変動リスクを回避する目的で通貨スワップ取引及び
外貨借入金取引でキャッシュ・フロー・ヘッジを行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動累計額と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動
累計額を計算し、両者の比率が一定範囲付近にあることを検証することで、ヘッジの有効
性を評価しております。

　 （8）その他連結計算書類作成のための重要な事項
　 ① 退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から
年金資産の額を控除した額を計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基
準によっております。
　数理計算上の差異についてはその発生時の翌連結会計年度に、過去勤務費用についてはその発生時の連結会計年度に、そ
れぞれ全額一括して費用処理しております。

　 ② 営業貸付金の計上方法
　営業目的の金融収益を得るために実行する貸付金、ファクタリング等を計上しております。
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　 ③ 消費税等の会計処理
　 税抜方式によっている会社等
　 ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社
　 株式会社リサ・パートナーズ 他 計30社（組合）

上記の会社等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費
税は投資その他の資産のその他とし、５年間で償却を行っております。

　 税込方式によっている会社等
　 リサ・コーポレート・ソリューション・ファンド３号投資事業有限責任組合 他 計33社（組合）
　 ④ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、20年以内の効果が及ぶ期間で定額法により償却を行っております。なお、株式会社リサ・パー
トナーズの取得により発生したのれんの償却期間は10年であります。

　 ⑤ 投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資の会計処理
投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資に際しては、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合の財産の
持分割合相当額を「投資有価証券」に計上しております。
投資事業有限責任組合及びそれに類する組合から分配された損益については、営業目的で保有するものは「売上高」に、
営業以外の目的で保有するものは「営業外損益」に計上するとともに同額を「投資有価証券」に加減し、営業者からの出資
金の払戻しについては「投資有価証券」を減額させております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及
び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
(連結損益計算書関係)
前連結会計年度まで独立掲記しておりました「営業外収益」の「還付加算金」（前連結会計年度は30百万円）は、金額的重要

性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

前連結会計年度まで独立掲記しておりました「営業外費用」の「固定資産廃棄損」（前連結会計年度は19百万円）は、金額的
重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

Ⅳ．追加情報
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結会計年度から

適用しております。

Ⅴ．連結貸借対照表に関する注記
１．リース・割賦販売契約等に基づく預り手形

リース契約に基づく預り手形 63百万円
割賦販売契約に基づく預り手形 1,489百万円
金銭消費貸借契約に基づく預り手形 5,214百万円
　計 6,767百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 賃貸資産 30,221百万円
社用資産 1,111百万円
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３．関係会社の株式に係る注記
　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。
投資有価証券（株式） 878百万円
投資有価証券（出資金） 1,804百万円

４．貸出コミットメント
　 （貸手側）

　貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は次のとおりであります。
貸出コミットメントの総額 22,557百万円
貸出実行残高 10,638百万円
　差引額 11,919百万円
　なお、上記貸出コミットメント契約においては、貸出先の信用状態等に関する審査を貸出の条件としているものが含まれてい
るため、必ずしも全額が貸出実行されるものではありません。

　 （借手側）
　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、43金融機関と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結してお
ります。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越限度額及び貸出コミットメントの総額 274,957百万円
借入実行残高 48,609百万円
　差引額 226,347百万円

５. 偶発債務
保証業務に係る債務保証残高 7,621百万円
（うち、他社が再保証している債務保証残高） 743百万円

　６. 担保資産及び担保付債務
　 (1)次の債務に対して下記の資産を担保に供しております。

１年内返済予定の長期借入金 14,432百万円
長期借入金 3,617百万円
その他固定負債 53百万円
　計 18,103百万円

　 担保差入資産
現金及び預金 93百万円
リース債権及びリース投資資産 1,470百万円
営業投資有価証券 1,005百万円
販売用不動産 24,957百万円
機械及び装置 1,233百万円
　計 28,760百万円

　上記のほか、連結消去されている関係会社出資金127百万円を担保に供しております。

　 (2)下記の資産は、第三者の借入金等に対する担保に供しております。
営業貸付金 1,010百万円
投資有価証券 201百万円
　計 1,211百万円
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７. ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（日本公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号）に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸借対照表計上額は16,046百万
円であります。

８. 債権流動化に伴う支払債務及び債権流動化に伴う長期支払債務は、主にリース債権流動化により資金調達した金額のうち、金融
取引として処理しているものであります。

Ⅵ．連結損益計算書に関する注記
販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。
給与手当 6,330百万円
賞与引当金繰入額 671百万円
退職給付費用 411百万円
減価償却費 1,816百万円
業務委託費 1,713百万円
貸倒引当金繰入額 428百万円

Ⅶ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
　１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

(単位：株)

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首
株 式 数

当連結会計年度増加
株 式 数

当連結会計年度減少
株 式 数

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 21,533,400 ― ― 21,533,400

　２．自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：株)

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首
株 式 数

当連結会計年度増加
株 式 数

当連結会計年度減少
株 式 数

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 398 ― ― 398

　３．剰余金の配当に関する事項
　 (1) 配当金支払額等
　 ① 平成28年５月23日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 473百万円
・１株当たり配当額 22円
・基 準 日 平成28年３月31日
・効 力 発 生 日 平成28年６月７日

　 ② 平成28年10月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 473百万円
・１株当たり配当額 22円
・基 準 日 平成28年９月30日
・効 力 発 生 日 平成28年12月９日
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　 平成29年５月22日開催予定の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 473百万円
・１株当たり配当額 22円
・基 準 日 平成29年３月31日
・効 力 発 生 日 平成29年６月６日

Ⅷ．金融商品に関する注記
　１．金融商品の状況に関する事項
当社グループは、官公庁・自治体や大企業から中小企業までの幅広い顧客層に対して、主としてリース、割賦及び企業融資等の

ファイナンスサービスを提供しています。また、ファクタリング、決済・代行回収及び債権流動化等のサービスについても行ってお
り、企業を取り巻く様々なファイナンスニーズに対応しています。さらにこれらに加えて、当社グループの一部の連結子会社では、
自己勘定やファンドを通じて、企業（株式）、貸付債権及び不動産を対象に投融資を行っております。
当社グループの資金調達は営業資産との整合を基本としており、営業資産等の増減にあわせて資金調達を行っています。具体的

には、市場の状況を踏まえ、長期と短期や直接と間接等のバランスを図りつつ、金融機関からの借入れを中心に、社債やコマーシャ
ル・ペーパーの発行並びに債権流動化といった様々な方法で資金調達をしております。
営業債権である割賦債権、リース債権及びリース投資資産、賃貸料等未収入金、営業貸付金並びに買取債権等については、顧客

の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されていますが、社内管理規定に沿って顧客毎の状況を定期的にモニタリング
し、期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念を早期に把握することにより、リスクの低減を図っており
ます。
営業投資有価証券、有価証券及び投資有価証券は、短期で運用している金融資産を除けば、主に株式、債券及び組合出資金であ

り、純投資目的及び営業推進目的で保有しています。これらは発行体の信用リスク、金利変動リスク、為替変動リスク及び市場価格
変動リスクに晒されておりますが、市場価格等の時価があるものについては定期的に時価の把握を行い、それ以外のものについても
定期的に発行体の財務状況等を把握しています。
また、当社グループの主たる営業資産は、リースや割賦取引を中心とした固定金利の資産でありますが、資金調達は主に変動金

利での借入を中心に行っているため、営業資産及び負債の総合管理（ＡＬＭ）により、金利変動リスク及び流動性リスクの低減に努
めております。その一環として、現在及び将来の獲得利鞘が変動するリスクをヘッジするために金利スワップ取引を利用していま
す。なお、長期性固定金利資産及び長期性固定金利負債の価格変動リスクの計測は、バリュー・アット・リスク（ＶａＲ）により行
っております。ＶａＲの算定にあたっては、ヒストリカル・シミュレーション法（保有期間は１年、信頼区間は99％、観測期間は
10年）を採用しており、定期的にバックテスティングを実施し、有効性の確認と検証を実施しております。
外貨建の営業資産の為替変動リスクについては、国内・在外子会社ともに個別案件ごとに管理しており、外貨建資産・調達の残

高を両建てとする取引を行う他、通貨スワップ取引を用いてヘッジしております。
資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）に対しては、営業資産のキャッシュ・フローと営業

負債のキャッシュ・フローの対応関係を適切に維持することのほか、資金調達手段の多様化への取組みや適正な水準の手許流動性を
維持することなどによりリスクの低減を図っております。
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。当該

価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもありま
す。
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２. 金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。
なお時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次表には含まれておりません((注２)を参照)。

(単位：百万円)
　 　 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
（1）現金及び預金 43,950 43,950 ―
（2）割賦債権 15,891
　 　貸倒引当金(*1) △285
　 　 15,605 15,651 45

（3）リース債権及びリース投資資産 404,535
　 　貸倒引当金(*1) △2,978
　 　 (*2) 401,557 403,961 2,403

（4）賃貸料等未収入金 19,315
　 　貸倒引当金(*1) △473
　 　 18,841 18,841 ―

（5）営業貸付金 212,962
　貸倒引当金(*1) △2,736

210,226 211,252 1,026
（6）買取債権 20,725

　貸倒引当金(*1) △921
19,804 19,804 ―

（7）営業投資有価証券 153 153 ―
（8）未収還付法人税等 153 153 ―
（9）投資有価証券 4,347 4,347 ―
（10）破産更生債権等 6,528

　貸倒引当金(*1) △2,086
4,442 4,442 ―

資 産 計 719,083 722,559 3,475
（11）支払手形 417 417 ―
（12）買掛金 14,273 14,273 ―
（13）短期借入金 49,343 49,343 ―
（14）コマーシャル・ペーパー 152,000 152,000 ―
（15）未払金 783 783 ―
（16）未払法人税等 197 197 ―
（17）預り金 3,613 3,613 ―
（18）社債 70,000 70,400 400
（19）長期借入金

　１年内返済予定の長期借入金 111,602
長期借入金 305,672

417,274 417,595 320
（20）債権流動化に伴う長期支払債務

　債権流動化に伴う支払債務 6,399
　債権流動化に伴う長期支払債務 10,729

17,128 17,477 348
負 債 計 725,032 726,102 1,069

　デリバティブ取引(*3) 425 425 ―
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(*1) 割賦債権、リース債権及びリース投資資産、賃貸料等未収入金、営業貸付金、買取債権並びに破産更生債権等に計上している貸
倒引当金を控除しております。

(*2）連結貸借対照表計上額及び時価には見積残存価額が含まれております。
(*3) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、( )で示
しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　資産
（１）現金及び預金、（４）賃貸料等未収入金並びに（８）未収還付法人税等
　これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。

（２）割賦債権並びに（３）リース債権及びリース投資資産
　これらの時価は、契約ごとの見積将来キャッシュ・フローを、同様の新規取引を行った場合に想定される利率により割り引い
た現在価値によっております。
　また貸倒懸念債権については、契約ごとの見積将来キャッシュ・フローをリスク・フリーレートにより割り引いた現在価値に
よっております。

（５）営業貸付金
　営業貸付金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用状態が実行後大きく異なっていな
い限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。
　一方、固定金利で短期のものは、貸付先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していること
から当該価額によっておりますが、長期のものは契約ごとの見積将来キャッシュ・フローを同様の新規取引において想定される
利率により割り引いた現在価値によっております。
　また貸倒懸念債権については、契約ごとの見積将来キャッシュ・フローをリスク・フリーレートにより割り引いた現在価値に
よっております。

（６）買取債権
　担保及び弁済による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表価額
から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

　
（７）営業投資有価証券及び（９）投資有価証券
　これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券及び一部の信託受益権証券は取引所の価格又は取引金融機
関から提示された価格によっております。
　また私募債及び信託受益権証券については、合理的に算定された価額によっております。
　組合出資金については、組合財産を時価評価できるものには時価評価を行ったうえ、当該時価に対する持分相当額を組合出資
の時価とみなして計上しております。

（10）破産更生債権等
　破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日
における連結貸借対照表価額から貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。
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　負債
（11）支払手形、（12）買掛金、（13）短期借入金、（14）コマーシャル・ペーパー、（15）未払金、（16）未払法人税等及び
（17）預り金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。

（18）社債
社債の時価は、市場価格によっております。

（19）長期借入金
長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当

該価額によっております。
　固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を、新規の借入において想定される利率
により割り引いて時価を算定しております。

（20）債権流動化に伴う長期支払債務
債権流動化に伴う長期支払債務の時価については、元利金の合計額を新規の資金調達において想定される利率により割り引い
て算定しております。

　デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の
「資産（７）営業投資有価証券、（９）投資有価証券」には含まれておりません。

　 (単位：百万円)
区 分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 14,846
組合出資金等 19,018

(*1)非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりま
せん。

(*2)組合出資金等のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているものについ
ては、時価開示の対象とはしておりません。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 3,675円84銭
（2）１株当たり当期純利益 163円35銭

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　１．有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法
（2）そ の 他 有 価 証 券

　時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２
条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算
報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方
法によっております。

　２．デリバティブの評価基準及び 時価法
　 評価方法

　３．固定資産の減価償却の方法
（1）有 形 固 定 資 産

賃 貸 資 産 　リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の処分見積額を残存価額とする定額
法を採用しております。

社 用 資 産 　定率法を採用しております。
　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに平成28
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　 建物 ６～18年
　 器具備品 ４～20年

（2）無 形 固 定 資 産
賃 貸 資 産 　リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の処分見積額を残存価額とする定額

法を採用しております。
ソ フ ト ウ エ ア 　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)を基礎とし

た定額法を採用しております。

　４．繰延資産の処理方法
社 債 発 行 費 　支出時に全額費用処理しております。

　５．引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金 　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

（2）賞 与 引 当 金 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度
に見合う分を計上しております。

（3）退 職 給 付 引 当 金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。
　数理計算上の差異についてはその発生時の翌事業年度に、過去勤務費用については
その発生時の事業年度に、それぞれ全額一括して費用処理しております。
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　６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

　７．収益及び費用の計上基準
　 （1）ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
　 （2）割賦販売取引に係る収益の計上基準

　割賦販売契約時に、物件購入価額（元本相当額）を割賦債権に計上し、割賦契約による支払期日を基準として、当該経過期
間に対応する割賦売上高と割賦原価の差額（粗利益相当額）を売上高に計上しております。

　 （3）金融費用の計上基準
　金融費用は、営業収益に対応する金融費用とその他の金融費用に区分計上することとしております。その配分方法は、総資
産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残高を基準として、営業資産に対応する金融費用は資金原価と
して売上原価に、その他の資産に対応する金融費用を営業外費用に計上しております。なお資金原価は、営業資産にかかわる
金融費用からこれに対応する預金の受取利息等を控除して計上しております。

　８．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法 　繰延ヘッジ処理によっております。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段 金利スワップ、通貨スワップ、外貨借入金
ヘ ッ ジ 対 象 借入金、外貨建リース取引等

（3）ヘッジ方針 　社内規程に基づき、金利関連では、金利変動リスクを回避する目的で、変動金利建の借
入金に対して、金利スワップのデリバティブ取引でキャッシュ・フロー・ヘッジを、通貨
関連では、外貨建リース取引等の為替変動リスクを回避する目的で通貨スワップ取引及び
外貨借入金取引でキャッシュ・フロー・ヘッジを行っております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法 　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動累計額と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動
累計額を計算し、両者の比率が一定範囲付近にあることを検証することで、ヘッジの有効
性を評価しております。

　９．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　 （1）営業貸付金の計上方法

　営業目的の金融収益を得るために実行する貸付金、ファクタリング等を計上しております。なお、当該金融収益は売上高の
ファイナンス収益に計上しております。

（2）退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっております。

　 （3）消費税等の会計処理
　税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は投資その他の資産のその他とし、５年間で償却を行
っております。

（4）投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資の会計処理
　投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資に際しては、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合の財産の持
分割合相当額を「投資有価証券」に計上しております。
　投資事業有限責任組合及びそれに類する組合から分配された損益については、営業目的で保有するものは「売上高」に、営
業以外の目的で保有するものは「営業外損益」に計上するとともに同額を「投資有価証券」に加減し、営業者からの出資金の
払戻しについては「投資有価証券」を減額させております。
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Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平
成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定
率法から定額法に変更しております。
なお、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

Ⅲ．追加情報
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当事業年度から適用
しております。

Ⅳ．貸借対照表に関する注記
　１．リース・割賦販売契約等に基づく預り手形

　リース契約に基づく預り手形 63百万円
　割賦販売契約に基づく預り手形 1,489百万円
　金銭消費貸借契約に基づく預り手形 5,214百万円
　 計 6,767百万円

　２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）は次のとおりであります。
（1）短期金銭債権 8,464百万円
（2）長期金銭債権 28百万円
（3）短期金銭債務 6,844百万円
（4）長期金銭債務 69百万円

３. 有形固定資産の減価償却累計額 賃貸資産 27,521百万円
社用資産 747百万円

４．貸出コミットメント
　貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は次のとおりであります。

　 （貸手側）
貸出コミットメントの総額 19,709百万円
貸出実行残高 9,209百万円
　差引額 10,500百万円

　なお、上記貸出コミットメント契約においては、貸出先の信用状態等に関する審査を貸出の条件としているものが含まれてい
るため、必ずしも全額が貸出実行されるものではありません。

　 （借手側）
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、42金融機関と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。
これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越限度額及び貸出コミットメントの総額 249,400百万円
借入実行残高 33,490百万円
　差引額 215,909百万円
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５. 偶発債務
保証業務に係る債務保証残高 7,621百万円
（うち、他社が再保証している債務保証残高） 743百万円

日本電氣租賃香港有限公司の金融機関からの借入金
等に対する債務保証残高 5,657百万円

NEC Capital Solutions Singapore Pte. Limited
の金融機関からの借入金等に対する債務保証残高 5,601百万円

NEC Capital Solutions Malaysia Sdn. Bhd.
の金融機関からの借入金等に対する債務保証残高 3,408百万円

NEC Capital Solutions（Thailand) Ltd.
の金融機関からの借入金等に対する債務保証残高 451百万円

　６. 担保資産
　 下記の資産は、第三者の借入金等に対する担保に供しております。

営業貸付金 1,010百万円
投資有価証券 192百万円
関係会社株式 8百万円
　計 1,211百万円

７. ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（日本公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号）に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は6,223百万円で
あります。

８. 債権流動化に伴う支払債務及び債権流動化に伴う長期支払債務は、主にリース債権流動化により資金調達した金額のうち、金融
取引として処理しているものであります。

Ⅴ．損益計算書に関する注記
　１. 関係会社との取引高
（1）売上高 5,273百万円
（2）仕入高 46,026百万円
（3）その他の営業取引 916百万円
（4）営業取引以外の取引高 702百万円

２. 賃貸料収入の内訳は次のとおりであります。
リース料収入 161,347百万円
その他の賃貸料収入 5,576百万円
　計 166,924百万円

３. その他の売上高は、賃貸契約の満了・中途解約にともなう賃貸物件の売却額、解約弁済金等であります。
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４. 賃貸原価の内訳は次のとおりであります。
リース売上原価 143,374百万円
減価償却費 5,871百万円
固定資産税 1,384百万円
保険料 257百万円
その他 2,548百万円
　計 153,436百万円

　 （注）減価償却費には少額減価償却資産及び一括償却資産の償却額を含めております。

５. 資金原価は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」７の(3)に記載している金融費用であり、その内訳は次のとおりであり
ます。
支払利息 3,795百万円
受取利息 △13百万円
　計 3,782百万円

６. その他の売上原価は、賃貸契約の満了・中途解約にともなう賃貸物件の処分原価（帳簿価額）等であります。

７. 販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用のおおよその割合は87％であり、一般管理費に属する費用のおおよその割合は
13％であります。主要な費目及び金額は次のとおりであります。
給与手当 4,396百万円
賞与引当金繰入額 660百万円
退職給付費用 407百万円
減価償却費 1,781百万円
業務委託費 1,772百万円
貸倒引当金繰入額 281百万円

８. 受取利息には、関係会社に対する受取利息463百万円を含めております。

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記
　 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 398 ― ― 398

Ⅶ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、貸倒引当金、リース取引に係る申告調整額、退職給付引当金等であり、繰延税金負債の発生の
主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。
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Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記
　（１）親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の名称
又は氏名

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容又は職業
議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関係内容
取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社

日本電気株式
会社 397,199

コンピュータ、通信機
器、ソフトウェア等の
製造を含むICTネット
ワークソリューション
事業

（被所有）
直接
37.7

無

ファクタリ
ング ファクタリング 13,929 営業貸付金 4,272

リース物件
の仕入 賃貸資産購入高 46,040 買掛金 3,433

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、買掛金の期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等
　・ファクタリング取引については、市場実勢に基づく見積りを提出の上、契約を受注しており、一般的取引と同様の条件に
よっております。
・賃貸資産の購入については、顧客と上記会社との間で決定された価格によっております。

　（２）子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
又は氏名

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容又は職業
議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関係内容
取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子 会 社
株 式 会 社 リ
サ・パートナ
ーズ

100
企業投資、債権投資、
不動産、ファイナンス
及びアドバイザリー業
務

(所有)
直接
100.0

有 事業資金の
貸付

事業資金の貸付 75,366 関係会社短期貸付金 40,121

事業資金の回収 60,995 関係会社長期貸付金 4,125

利息の受取 248 ― ―

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等
　・事業資金の貸付については、市場金利を勘案して一般の取引条件と同様に決定しております。

　（３）兄弟会社等

種 類 会社等の名称
又は氏名

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容又は職業
議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関係内容
取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社
の子会社

ＮＥＣフィー
ルディング株
式会社

9,670
コンピュータ等の保
守、施工工事及び現地
調整並びに用品の販売

無 無 リース物件
の仕入 賃貸資産購入高 9,852 買掛金 2,793

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、買掛金の期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等
・賃貸資産の購入については、顧客と上記会社との間で決定された価格によっております。
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Ⅸ．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 3,763円75銭
（2）１株当たり当期純利益 136円80銭

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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